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岬町立淡輪老人福祉センターの指定管理者指定に関する意見聴取について 

 

１．公募によらない指定管理候補予定者 

指定管理管理候補者（現在の指定管理者） 
　　　施設名称　　岬町立淡輪老人福祉センター（介護予防拠点施設を含む）　　　 

所在地　　　岬町淡輪４５１８番地の１　他 
　　　指定管理者　岬町淡輪長生会 
　　　指定期間　　令和３年４月１日から令和８年３月３１日 
 

２．指定管理候補者として提案する理由 

　　指定管理候補者の選定方法について、岬町公の施設に係る指定管理者の指

定手続等に関する条例（平成１７年岬町条例第１９号。以下「手続条例」と

いう。）第２条に定める公募を原則としますが、手続条例第５条において、

「設置目的を効果的かつ効率的に達成するため、地域等の活力を積極的に活

用した管理を行うことにより事業効果が相当程度期待できると思慮するとき

には公募によらない候補者を選定することができる」と規定しており、第５

条を適用するため、「公募によらない候補者の選定」方法を本件に適用する

事及び公募を行わないことについて「合理的な理由」の有無及び指定管理候

補予定者の適格性などについてのご意見を求めます。 
 
（１）専門的又は高度な技術を有する団体が客観的に特定されること（岬町公の

施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成１７年岬

町規則第１７号。以下「手続規則」という。）第５条第１号） 

岬町立淡輪老人福祉センター（以下「当センター」という。）は、老人福

祉法に基づく老人福祉施設であり、地域の高齢者に対して健康の増進、教

養の向上やレクリエーション等を行うことを目的とされています。また、

介護予防拠点として位置づけられており、各種のクラブ活動や趣味活動、

介護予防を目的とした各種教室等を行っています。岬町淡輪長生会は、地

域の高齢者で組織され、平成１８年から継続して指定管理業務を行ってお

り、これまでの指定管理者としての運営管理実績により業務に精通してい

ることから、当センターの運営管理に最も適していると考えられます。 
 

（２）地域の人材活用、雇用の創出等地域との連携が客観的に相当程度期待でき 

ること（手続規則第５条第２号） 

地域の高齢者で組織され、活発な活動を行っている岬町淡輪長生会が運営

管理することにより、地域の人材を活用でき、またこれまでの運営実績から、

当センターの設置目的の達成や地域等の活力を積極的に活用した管理が期

待できるものと考えられます。 

 

資料５
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（３）当該公の施設に係る安定した行政サービスの提供及び事業効果が相当程 

度期待できること（手続規則第５条第３号） 

　　　岬町淡輪長生会は、当センターを高齢者自らの生きがいを高め、健康づ

くりを推進する活動や、ボランティア活動をはじめとした地域を豊かにす

る活動を中心として活動の拠点として活用しており、当センターにおける

活動状況として、ウォーキング、編み物教室、健康体操、卓球、喫茶やサ

ロン活動、カラオケ、介護予防事業などを行っており、当センターの安定

した運営や高い事業効果が期待できるものと考えられ、岬町淡輪長生会が

引き続き管理を行う事により、安定した運営管理が期待できるものと考え

ます。 
 
　（参考） 

　　（※令和７年度は、令和７年７月３１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年度 R３ R４ R５ R６ R７

 利用人数（人） 1,755 3,006 3,719 5,161 2,140

 利用回数（回） 46 163 436 497 186
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○岬町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 

平成１７年６月２１日 

条例第１９号 

改正　平成２３年２月３日条例第１号 

（趣旨） 

第１条　この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４

４条の２第３項の規定に基づき、町が設置する公の施設の管理を行わせる指定管理者の

指定の手続等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（募集） 

第２条　町長は、指定管理者に公の施設の管理を行わせようとするときは、次に掲げる事項

を明示して、指定管理者になろうとする法人その他の団体（以下「団体」という。）を公

募するものとする。 

(1)　管理を行わせようとする公の施設の概要 

(2)　申請することができる団体の資格 

(3)　申請の受付期間 

(4)　申請に必要な書類 

(5)　選定の基準 

(6)　指定管理者を指定して管理を行わせる期間（以下「指定期間」という。） 

(7)　指定管理者が行う管理の基準 

(8)　指定管理者が行う業務の範囲 

(9)　利用料金に関する事項 

(10)　その他町長が必要と認める事項 

（指定管理者の指定の申請） 

第３条　前条の規定により公募された場合において、指定管理者の指定を受けようとする

団体は、規則で定める申請書に事業計画書その他規則で定める書類を添えて、申請の受付

期間内に町長に申請しなければならない。 

（選定方法等） 

第４条　町長は、前条の規定による申請があったときは、次に掲げる選定の基準に照らして

総合的に審査し、最も適当と認める団体を指定管理者の候補者（以下「候補者」という。）

として選定するものとする。 

(1)　利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上が図られるものであること。 



4 

(2)　公の施設の効用を最大限に発揮するものであること。 

(3)　公の施設の適切な維持及び管理が図られるとともに、その管理に係る経費の縮減が

図られるものであること。 

(4)　公の施設の管理を安定して行う人員、資産その他の経営の規模及び能力を有してお

り、又は確保できる見込みがあること。 

(5)　その他町長が公の施設の性質又は目的に応じて別に定める基準 

（公募によらない候補者の選定等） 

第５条　町長は、公の施設の性質、規模、機能等を考慮し、設置目的を効果的かつ効率的に

達成するため、地域等の活力を積極的に活用した管理を行うことにより事業効果が相当

程度期待できると思慮するときその他公募を行わないことに合理的な理由があるときは、

第２条の規定による公募によらず、候補者を選定することができる。 

２　町長は、前項の規定により候補者を選定するときは、選定しようとする団体から第３条

に規定する書類を提出させるとともに、前条各号に掲げる基準に基づき、公の施設の管理

を行うにあたり適当と認める団体を選定しなければならない。 

（町長による管理） 

第６条　町長は、第３条の規定による申請がなかった場合、第４条の規定による審査の結果

候補者に該当するものがなかった場合又は第１１条第１項の規定により指定を取り消し、

若しくは業務の停止を命じた場合において、必要があると認めるときは、他の条例の規定

にかかわらず、管理業務の全部又は一部を自ら行うものとする。 

（指定管理者の指定） 

第７条　町長は、第４条又は第５条の規定により選定した候補者について、法第２４４条の

２第６項の規定による議会の議決があったときは、当該候補者を指定管理者に指定する

ものとする。 

２　町長は、指定管理者の指定をしたときは、その旨を告示しなければならない。 

（協定の締結） 

第８条　指定管理者は、指定期間の開始前に、町長と公の施設の管理に関する協定を締結し

なければならない。 

２　前項の協定で定める事項は、次のとおりとする。 

(1)　指定期間に関する事項 

(2)　事業計画に関する事項 

(3)　利用料金に関する事項 
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(4)　事業報告及び業務報告に関する事項 

(5)　町が支払うべき管理費用に関する事項 

(6)　指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

(7)　管理業務を行うにあたって保有する個人情報の保護及び情報の公開に関する事項 

(8)　その他公の施設の管理を適正に行わせるために町長が必要と認める事項 

（事業報告書の作成及び提出） 

第９条　指定管理者は、毎年度終了後６０日以内に、その管理する公の施設に関する次に掲

げる事項を記載した事業報告書を作成し、町長に提出しなければならない。ただし、年度

の途中において第１１条の規定により指定を取り消されたときは、その取り消された日

から起算して３０日以内に当該年度の当該日までの間の事業報告書を提出しなければな

らない。 

(1)　管理業務の実施状況 

(2)　利用状況並びに利用拒否等の件数及び理由 

(3)　利用料金の収入実績 

(4)　管理経費の収支状況 

(5)　その他公の施設の管理実態を把握するために町長が必要と認める事項 

（業務報告の聴取等） 

第１０条　町長は、公の施設の管理の適正を期するため、指定管理者に対し、その管理の業

務及び経理の状況に関し、定期に又は必要に応じて臨時に報告を求め、実地に調査し、又

は必要な指示をすることができる。 

（指定の取消し等） 

第１１条　町長は、指定管理者が前条の指示に従わないときその他指定管理者の責めに帰

すべき事由により当該指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めるとき

は、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずるこ

とができる。 

２　前項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部

の停止を命じた場合において指定管理者に損害が生じても、町はその賠償の責めを負わ

ない。 

３　第７条第２項の規定は、指定管理者の指定の取消し及び管理の業務の停止について準

用する。 

（原状回復義務） 
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第１２条　指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は前条第１項の規定により指

定を取り消され、若しくは期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ぜら

れたときは、その管理しなくなった公の施設の当該施設又は設備を速やかに原状に復さ

なければならない。ただし、町長の承認を得たときは、この限りでない。 

（損害賠償義務） 

第１３条　指定管理者は、故意又は過失によりその管理する公の施設の当該施設又は設備

を損壊し、又は滅失したときは、それによって生じた損害を町に賠償しなければならない。 

（個人情報の取扱い等） 

第１４条　指定管理者又はその管理する公の施設の管理の業務に従事している者（以下「従

事者」という。）は、その管理する公の施設の管理の業務を行うにあたっては、岬町個人

情報保護条例（平成１２年岬町条例第２８号）の規定及び町と締結する協定を遵守し、個

人情報の適正な管理のために必要な措置を講ずるとともに、当該公の施設の管理に関し

知り得た秘密を他に漏らし、自己の利益のために利用し、又は不当な目的に使用してはな

らない。指定期間が満了し、若しくは指定を取り消され、又は従事者の職務を退いた後に

おいても、同様とする。 

２　指定管理者は、その管理する公の施設の管理の業務により保有することとなった情報

の公開について、岬町情報公開条例（平成１２年岬町条例第２７号）の規定に基づき必要

な措置を講じなければならない。 

（意見の聴取等） 

第１５条　町長は、第４条の規定により候補者を選定しようとするとき及び第５条の規定

により公募によらずに候補者を選定しようとするときは、学識経験者その他町長が適当

と認める者の意見を聴かなければならない。ただし、公の施設の管理上緊急に指定管理者

を指定しなければならないときは、この限りでない。 

（教育委員会所管の公の施設への適用） 

第１６条　この条例を教育委員会が所管する公の施設に適用する場合においては、第２条

から第１２条まで、前条及び次条の規定中「町長」とあるのは「教育委員会」と、第３条

の規定中「規則」とあるのは「教育委員会規則」とする。 

（委任） 

第１７条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、町長が定め

る。 

附　則 
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この条例は、公布の日から施行する。 

附　則（平成２３年２月３日条例第１号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○岬町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則 

平成１７年６月２１日 

規則第１７号 

改正　平成２８年４月１日規則第３号 

（趣旨） 

第１条　この規則は、岬町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７

年岬町条例第１９号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

（募集） 

第２条　条例第２条の規定による公募は、広報誌への掲載、インターネットの利用その他適

当と認める方法により行うものとする。 

（指定の申請書等） 

第３条　条例第３条に規定する規則で定める申請書は、指定管理者指定申請書（様式第１号）

とする。 

２　条例第３条に規定する規則で定める書類は、次に掲げるとおりとする。 

(1)　管理を行う公の施設の事業計画書 

(2)　公の施設の管理に係る収支計画書 

(3)　申請の資格を有していることを証する書類 

(4)　団体の経営状況を説明する書類 

(5)　団体の活動内容等を記載した書類 

(6)　役員の名簿 

(7)　前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

（候補者の選定） 

第４条　町長は、条例第４条の規定による選定を行ったときは、速やかにその結果を指定管

理者選定結果通知書（様式第２号）により申請を行ったすべての団体に通知するものとす

る。 

２　町長は、前項の規定による通知を行った後、指定管理者の候補者として選定した団体が

次の各号のいずれかに該当するときは、当該団体を除く申請を行った団体の中から、再び

指定管理者の候補者を選定する等必要な措置を講じるものとする。 

(1)　当該団体の事情により、指定管理者の指定を受けることが不可能となったとき。 
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(2)　新たに判明した事実により、公の施設の管理を行わせることが不適当であると認め

たとき。 

（公募によらない合理的な理由） 

第５条　条例第５条に規定する合理的な理由は、次のとおりとする。 

(1)　専門的又は高度な技術を有する団体が客観的に特定されること。 

(2)　地域の人材活用、雇用の創出等地域との連携が相当程度期待できること。 

(3)　現にその管理の委託を行っている公の施設にあっては、当該公の施設を管理してい

るものが引き続き管理を行うことにより、当該公の施設に係る安定した行政サービス

の提供及び事業効果が相当程度期待できること。 

（指定の通知） 

第６条　町長は、条例第７条第１項の規定による指定をしたときは、指定した団体に対し、

指定管理者指定通知書（様式第３号）により通知するものとする。 

（指定の告示） 

第７条　条例第７条第２項の規定による告示は、次の各号に掲げる事項について行うもの

とする。 

(1)　管理を行わせる公の施設の名称 

(2)　指定した団体の名称及び所在地 

(3)　指定の期間 

(4)　前３号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項 

（事業報告書） 

第８条　条例第９条の規定による事業報告は、指定管理者事業報告書（様式第４号）による

ものとする。 

（指定の取消し等） 

第９条　町長は、条例第１１条第１項の規定により指定管理者の指定を取り消したときは、

指定管理者指定取消通知書（様式第５号）により通知するものとする。 

２　町長は、条例第１１条第１項の規定により指定管理者の管理の業務の全部又は一部の

停止を命ずるときは、指定管理者業務停止命令書（様式第６号）によるものとする。 

３　条例第１１条第３項に規定において準用する条例第７条第２項の規定による告示は、

次の各号に掲げる事項について行うものとする。 

(1)　指定管理者の指定を取り消した場合 

ア　管理を行わせていた公の施設の名称 
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イ　指定を取り消した団体の名称及び所在地 

ウ　指定を取り消した日 

(2)　指定管理者に業務の停止を命じた場合 

ア　管理を行わせていた公の施設の名称 

イ　指定管理者の名称及び所在地 

ウ　業務の停止を命じた期間 

エ　停止を命じた業務の内容 

（委任） 

第１０条　この規則に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

附　則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附　則（平成２８年４月１日規則第３号） 

この規則は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の施行の日（平成２８年４月１

日）から施行する。 


